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丸亀市新第二学校給食センター整備運営事業 

基本協定書（案） 

 

丸亀市新第二学校給食センター整備運営事業（以下「本事業」という。）に関して、発注者である

丸亀市（以下「発注者」という。）は、●●グループの代表企業である〔運営企業名●●〕（以下「運

営企業」という。）並びに〔設計企業名●●〕（以下「設計企業」という。）、〔建築 JV 名●●〕（以下

「建築 JV」という。）、〔給排水設備企業名●●〕（以下「給排水設備設企業」という。）、〔電気設備

企業名●●〕（以下「電気設備企業」という。以下建築 JV、給排水設備設企業、電気設備企業を併

せて「建設企業」という。））、〔工事監理企業名●●〕（以下「工事監理企業」という。）及び〔維持

管理備企業名●●〕（以下「維持管理企業」という。）との間で、本事業に関する基本的な事項につ

いて合意し、次のとおり基本協定（以下「この基本協定」という。）を締結する。なお、この基本協

定で定める建築 JVの債務は、建築 JV の代表者である【代表者名】と構成員である【構成員名】と

が連帯して負担する。 

 

前文 

 

発注者は、丸亀市土器町北二丁目 8番地及び 7番地 1に所在する土地に、丸亀市新第二学校給食

センターを整備し、これを運営することとした。 

発注者は、本事業に関し、民間事業者の有するノウハウを活用し、より効率的で良質な学校給食

の提供を実現するとともに、財政負担の軽減を図る観点から、整備及び運営に係る業務を一体の事

業として民間の事業者に発注することとした。 

 

発注者は、公募型プロポーザル方式により事業者の募集を実施し、運営企業、設計企業、建築 JV、

給排水設備企業、電気設備企業、工事監理企業及び維持管理企業から構成される●●グループを受

注者として決定した。 

発注者と●●グループの構成員である運営企業、設計企業、建築 JV、給排水設備企業、電気設備

企業、工事監理企業及び維持管理企業それぞれの者（以下「受注者」という。）は、かかる経緯のも

と、次のとおり本事業に関する基本的な事項についてこの基本協定を締結し、本事業の適正かつ確

実な実施を図るために相互に協力するとともに本事業の円滑な遂行に努めるものとする。 

 

（目的及び解釈） 

第1条 この基本協定は、発注者及び受注者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な

基本的事項を定めることを目的とする。 

2 この基本協定本文に定義されていない用語については、別紙 1「用語の定義」に定義された意味

を有するものとする。 

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第2条 発注者は、本事業が民間の企業によって実施されることを十分に理解し、その趣旨を尊重す

るものとする。 

2 受注者は、本事業が公共性を有することを十分理解し、本事業の実施に当たっては、その趣旨を

尊重するものとする。 

 

（事業日程） 

第3条 本事業の事業日程については、別紙 2「事業日程」に示す。 

2 設計・建設期間は、本件設計・建設業務請負契約日から令和 10年 10月 31日までとする。ただ
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し、本件設計・建設業務請負契約の規定により変更されることがある。 

3 開業準備期間は、令和●年●月●日から令和 10年 3月 31日までとする。ただし、本件運営・維

持管理業務委託契約の規定により変更されることがある。 

4 運営・維持管理期間は、令和 10年 4月 1日から令和 25年 3月 31日（以下「運営・維持管理満

了日」という。）までとする。ただし、本件運営・維持管理業務委託契約の規定により変更される

ことがある。 

5 本条及び別紙 2「事業日程」の事業日程については、発注者及び受注者全員の合意により変更で

きるものとする。ただし、当該日程は、本件施設の引渡し後においては、発注者、運営企業及び維

持管理企業の合意により変更することができる。 

 

（役割分担） 

第4条 本事業の実施において、受注者は、別途合意した場合を除き、それぞれ、次の各号に定める

それぞれの役割及び業務実施責任を負う。 

（1）設計業務は、設計企業がこれを行う。 

（2）建設業務は、建築 JV、給排水設備企業及び電気設備企業がこれを行う。 

（3）工事監理業務は、工事監理企業がこれを行う。 

（4）維持管理業務は、維持管理企業がこれを行う。 

（5）運営業務は、運営企業がこれを行う。 

 

（当事者が締結すべき契約） 

第5条 発注者と設計企業、工事監理企業及び建設企業は、この基本協定締結後速やかに、募集要項

等に基づき、本件設計・建設業務請負契約を締結する。なお、本件設計・建設業務請負契約は、丸

亀市議会において議決を得られたときに本契約の効力が発生する仮契約として締結する。 

2 発注者と運営企業及び維持管理企業は、本件設計・建設業務請負契約が本契約として効力が発生

した日と同日に、募集要項等に基づき、本件運営・維持管理業務委託契約を締結する。 

 

（関係者協議会） 

第6条 発注者及び受注者は、設計・建設業務及び運営・維持管理業務に関する協議を行う関係者協

議会を設置する。関係者協議会の協議事項、構成その他の事項に関する詳細は、要求水準書にて定

めるものを除き、発注者と受注者が協議して定める。 

2 発注者及び受注者は、関係者協議会において合意された事項を遵守する。 

3 関係者協議会及びその下部組織（ワーキンググループ等）の設置及び開催に係る費用は、各自の

負担とする。 

 

（関係者協議会における協議が整わなかった場合） 

第7条 契約に係る事項のうち、契約で当事者間の協議に委ねている事項又は契約に定めがなく協

議によって決定することを要する事項について、関係者協議会における協議が整わなかった場合、

最終的な決定権は発注者が持つこととする。ただし、発注者は、決定に当たり、合理的な範囲にお

いて受注者から意見の聴取を行う。 

2 発注者は、前項の規定による意見聴取において、合理的に必要があると認めるときは、出席者と

して予定される者以外の者の出席を求め、その意見を聴取することができる。 

 

（事業計画書） 

第8条 受注者は、この基本協定の締結後速やかに、設計・建設業務及び運営・維持管理業務の実施

体制、実施スケジュール等を記載した計画書（以下「事業計画書」という。）を作成し、発注者に
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提出して発注者の承諾を得なければならない。 

2 発注者は、受注者に対し、前項で提出された事業計画書について、必要に応じて説明を求めるこ

とができ、さらにこの基本協定及び募集要項等と矛盾する場合は変更を求めることができる。受

注者は、発注者のこれらの要求に速やかに応じなければならない。 

3 第 1項で提出され発注者の承諾を得た事業計画書は、別段の定めがある場合を除き、発注者と受

注者が合意したときに限り、その内容を変更することができる。 

4 第 2 項による事業計画書の変更により受注者に発生した増加費用又は損害は受注者が負担する

ものとする。ただし、当該変更が法令変更又は不可抗力による場合、当該変更により受注者に発生

した増加費用又は損害の負担は、契約の規定に従う。 

5 受注者は、この基本協定又は契約に別段の定めがある場合を除き、第 2 項又は第 3 項の手続き

を経た事業計画書に従って設計・建設業務及び運営・維持管理業務を遂行する。 

 

（本件施設の設計・建設業務） 

第9条 本件施設の設計・建設業務の概要は、募集要項等に定めるとおりとする。 

2 設計企業、工事監理企業及び建設企業は、発注者との本件設計・建設業務請負契約を締結した後、

速やかにその業務に着手し、別途合意がある場合を除き、引渡予定日までに同契約に定める本件

施設を完成させ、発注者に引き渡す。ただし、工事の着工は、本事業に係る学校施設環境改善交付

金の交付決定後とする。 

3 本件施設の設計・建設業務に係る契約条件の詳細は、本件設計・建設業務請負契約による。 

 

（本件施設の開業準備業務及び運営・維持管理業務） 

第10条 本件施設の開業準備業務及び運営・維持管理業務の概要は、募集要項等に定めるとおりと

する。 

2 運営企業及び維持管理企業は、本件運営・維持管理業務委託契約の締結後、開業準備期間及び運

営・維持管理期間において運営・維持管理業務を実施する。 

3 本件施設の開業準備業務、維持管理業務及び運営業務に係る契約条件の詳細は、本件運営・維持

管理業務委託契約による。 

 

（市内事業者の発注） 

第11条 受注者は、本事業の設計・建設業務完了時、開業準備業務完了時及び運営・維持管理期間

中の毎年度末に、市内事業者が受け取った代金を証する書類（請求書等）を発注者へ提出しなけれ

ばならない。 

2 発注者は、前項の市内事業者が受け取った代金が、本事業の設計・建設業務完了時及び運営・維

持管理業務完了時の各時点から 2か月経過後において、受注者が提案書類（様式集 様式 44-1-1）

において提案した市内事業者への発注額を下回った場合には、受注者に対し違約金を請求するこ

とができる。受注者が発注者に支払う違約金の金額は、次の式により算出する。 

違約金 ＝ 受注者が提案書類において提案した市内事業者への発注額 － 受注者が市内事業者

へ実際に発注し市内事業者が受け取ったことを発注者が確認できた額 

 

（発注者の解除権） 

第12条 発注者は、受注者がこの基本協定又は本件設計・建設業務請負契約若しくは本件運営・維

持管理業務委託契約（以下合わせて「各契約」という。）で定める解除事由を充足する場合は、本

事業の契約期間中であってもこの基本協定及び各契約の全部又は一部を解除することができる。

この場合において、本項の規定は、この基本協定及び各契約に定められる発注者の解除権を何ら

制限するものではない。 
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2 発注者は、前項の規定によりこの基本協定及び契約の全部又は一部を解除した場合は、この基本

協定又は当該契約の締結当事者である相手方に対して一切の損害賠償の責めを負わない。 

 

（談合等不正行為による解除） 

第13条 発注者は、受注者が本事業に係る公募型プロポーザルに関して、次の各号のいずれかに該

当するときは、直ちにこの基本協定を解除して仮契約を含む各契約を締結せず、又はこの基本協

定及び締結済の仮契約を含む各契約を解除することができるものとする。 

（1） 受注者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下

本項において「独占禁止法」という。）第 3条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者であ

る事業者団体が同法第 8条第 1号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に

対し、同法第 7 条の 2 第 1 項（同法第 8 条の 3 において準用する場合を含む。）の規定に基

づく課徴金の納付命令（以下本項において「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確

定したとき（確定した当該納付命令が同法第 63 条第 2 項の規定により取り消された場合を

含む。）。 

（2） 納付命令又は独占禁止法第 7 条若しくは第 8条の 2 の規定に基づく排除措置命令（これらの

命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下本項において「受注者等」と

いう。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に

対して行われていないときは、各名宛人に対する命令全てが確定した場合における当該命令

をいう。第 3号において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、本事業に係る公

募型プロポーザルに関し、同法第 3条又は第 8条第 1号の規定に違反する行為の実行として

の事業活動があったとされたとき。 

（3） 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第 3条又は第 8条第 1号の規定に

違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示さ

れた場合において、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受注者

に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎

である当該違反する行為の実行期間を除く。）に本事業に係る公募型プロポーザル手続にお

いて見積書の提出が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

（4）  受注者（法人にあっては、その役員及び使用人を含む。第 5号において同じ。）の刑法（明治

40年法律第 45号）第 96条の 6又は独占禁止法第 89 条第 1項若しくは第 95条第 1項第 1号

の規定による刑が確定したとき。 

（5） 受注者の刑法第 198条の規定による刑が確定したとき。 

（6）第 17条第 1項及び第 2項に規定する事項を遵守していないと認められるとき。 

（7）第 18条に規定する別紙 4「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」を遵守していないと認め

られるとき。 

2 発注者が、前項第 1 号から第 5 号の規定によりこの基本協定又は契約若しくはその仮契約を締

結又は解除するか否かにかかわらず、当該各号の該当性に対し帰責性を有する受注者は発注者に

対して、連帯して各契約の契約金額を合計した金額の 100 分の 10を違約金として支払わなければ

ならない。この基本協定及び契約が終了した後も同様とする。ただし、前項第 1 号又は第 2 号の

いずれかに該当する場合で、当該命令の対象となる行為が、独占禁止法第 2 条第 9 項の規定に基

づき定められた不公正な取引方法（昭和 57年 6月 18日公正取引委員会告示第 15号）第 6項に規

定する不当廉売に該当するとき、その他発注者が特に認めるときは、この限りではない。 

3 第 1項にかかわらず本件運営・維持管理業務委託契約の締結までに、受注者において、募集要項

等に定める本事業の参加資格を欠くに至った場合、発注者は、この基本協定を解除して仮契約を

含む各契約を締結せず、又はこの基本協定及び締結済の仮契約を含む契約を解除することができ

るものとする。 
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4 前項に定める場合において、代表企業を除く構成員が前項の参加資格を欠くに至った場合には、

発注者は契約の締結にあたり、発注者が別途指定する期間内に、募集要項等に従い、参加資格を欠

いた構成員に代わって、参加資格を有する代替企業の補完を求める場合がある。 

5 第 1項及び第 4項に掲げる場合のほか、本件運営・維持管理業務委託契約の締結までに、受注者

がこの基本協定に違反し、その違反によりこの基本協定の目的を達することができないと発注者

が認めたとき、又はその他受注者の責めに帰すべき事由により、この基本協定の履行が困難であ

ると最終的に発注者が認めたときは、前各項の規定にかかわらず、発注者は、この基本協定を解除

して仮契約を含む各契約を締結せず、又はこの基本協定及び締結済の仮契約を含む各契約を解除

することができるものとする。 

6 発注者が、第 1 項第 6 号から第 7 号、第 3 項又は第 5 項の規定によりこの基本協定又は各契約

若しくはその仮契約を締結又は解除するか否かにかかわらず、当該各号の該当性に対し帰責性を

有する受注者は発注者に対して、連帯して本件設計・建設請負契約の契約金額の 100分の 10を違

約金として支払わなければならない。 

7 発注者に生じた実際の損害額が第 2 項又は第 6 項に規定する違約金額を超える場合は、同項の

規定にかかわらず、受注者は当該違約金の支払いに加えて当該約金額を超える損害金を発注者に

支払わなければならない。 

 

（準備行為） 

第14条 各契約締結前であっても、受注者は、自己の責任と費用において、本事業に関してスケジ

ュールを遵守するために必要な準備行為を行うことができるものとする。 

 

（基本協定上の権利義務の譲渡の禁止） 

第15条 発注者及び受注者は、他の当事者の承諾なくこの基本協定上の権利義務又は基本協定上の

地位につき、自己以外の第三者への譲渡又は担保権の設定をしてはならない。 

 

（債務不履行等） 

第16条 この基本協定の各当事者は、この基本協定上の義務を履行しないことにより他の当事者に

損害を与えた場合、その損害を賠償しなければならない。 

 

（秘密保持義務） 

第17条 発注者及び受注者は、本事業に関して知り得た相手方当事者の情報のうち次の各号に掲げ

るもの以外の情報（以下「秘密情報」という。）について守秘義務を負い、この基本協定及び契約

に別段の定めがある場合を除き、相手方当事者の事前の承諾なく、自己の役員、従業員、職員、代

理人、コンサルタント又は下請負人等若しくはその代理人（以下、併せて「開示対象者」という。）

以外の第三者に対し、当該情報を開示又は漏らしてはならない。 

（1） 開示の時に公知である情報 

（2） 開示者から開示を受ける以前に既に被開示者が自ら保有していた情報 

（3） 開示者がこの基本協定に基づく秘密保持義務の対象としないことを承諾した情報 

（4） 開示者から開示を受けた後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課される

ことなく取得した情報 

（5） 開示者から開示を受けた後被開示者の責めによらないで公知となった情報 

（6） 法律、規則、官庁又は裁判所により開示が命ぜられた情報 

2 発注者及び受注者は、この基本協定及び契約の履行以外の目的で秘密情報を使用してはならな

い。 

3 受注者が契約の規定に基づき委任し、又は請け負わせた第三者による前 2項の違反は、受注者に
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よる違反とみなす。 

4 受注者は、第 1項により、開示対象者に対し秘密情報を開示する場合には、自己の責任で自己が

負う義務と同等以上の秘密保持義務を当該開示対象者に課す。当該開示対象者が秘密保持義務に

違反した場合には、受注者は当該開示対象者と連帯して責任を負うものとする。 

5 前項の場合において、受注者は、秘密情報の開示を受けた開示対象者が当該秘密情報を目的外で

使用することのないよう適切な配慮をしなければならない。 

 

（個人情報取扱特記事項の遵守） 

第18条 受注者は、この基本協定及び契約の履行に当たっては、別紙 4「個人情報の取扱いに関す

る特記仕様書」を遵守しなければならない。 

 

（この基本協定の有効期間） 

第19条 この基本協定の有効期間は、この基本協定の締結の日の翌日から本件運営・維持管理業務

委託契約の終了の日までとする。ただし、第 13 条第 2 項、同条第 6 項、同条第 7 項及び第 16 条

から第 18条に定める事項については、この基本協定終了後も効力を有するものとする。 

 

（解除条件） 

第20条 この基本協定は、本件設計・建設業務請負契約について丸亀市議会における議決を得られ

なかったときは、その効力を失う。 

2 前項について発注者は受注者に対し何らの賠償責任を負わない。 

3 第 1項で定めるほか、契約又はその仮契約が締結に至らなかった場合、この基本協定で別段の定

めがある場合を除き、この基本協定の各当事者は相手方当事者に対して、名目のいかんを問わず

費用又は損害等の金銭の支払を請求することはできず、それまでに要した費用は各自の負担とす

る。ただし、一方当事者の責めに帰すべき事由によって各契約又はその仮契約の締結に至らなか

った場合、相手方当事者は当該事由のある当事者に対して、合理的な費用（再募集に要する費用を

含む。）その他の合理的な損害の賠償を請求することができる。 

 

（管轄裁判所） 

第21条 発注者及び受注者は、この基本協定に関して生じた当事者間の紛争について、丸亀市役所

所在地を管轄する高松地方裁判所丸亀支部を第一審とする専属管轄に服することに合意する。 

 

（準拠法及び解釈） 

第22条 この基本協定は、日本国の法令に準拠するものとし、日本国の法令に従って解釈される。 

2 この基本協定、関連書類及び書面による通知は、日本語で作成される。また、この基本協定の履

行に関して当事者間で用いる言語は、日本語とする。 

3 この基本協定の変更は、書面で行うものとする。 

 

（定めのない事項） 

第23条 この基本協定に定めのない事項については、発注者及び受注者が別途協議して定めること

とする。 
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この基本協定の証として、本書 2通を作成し、発注者と受注者が記名押印の上、発注者及び受注

者を代表して代表企業が各自 1通を保有し、代表企業以外の受注者はその写しを保有する。 

 

 

 

令和●年●月●日 

 

発 注 者 

丸亀市大手町二丁目 4番 21号 

丸亀市 

代表者 市長 松永 恭二 

 

受 注 者 

代表企業（運営企業） 

住所 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

構成員（設計企業） 

住所 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

構成員（建築 JV） 

代表者 

住所 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

代表者以外の構成員 

住所 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

構成員（給排水設備企業） 

住所 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

構成員（電気設備企業） 

住所 

商号又は名称 

代表者職氏名 
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構成員（工事監理企業） 

住所 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

構成員（維持管理企業） 

住所 

商号又は名称 

代表者職氏名 
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別紙 1 

 

用語の定義 

 

この基本協定において使用する用語の定義は、次に掲げるとおりとする。 

 

（1）「本件設計・建設業務請負契約」とは、発注者と設計企業、工事監理企業及び建設企業が本件

施設の設計業務、工事監理業務及び建設業務の請負を目的として締結する、丸亀市新第二学校

給食センター整備運営事業設計・建設業務請負契約をいう。 

（2）「本件運営・維持管理業務委託契約」とは、発注者と運営企業及び維持管理企業が本件施設の

開業準備業務、維持管理業務及び運営業務の委託を目的として締結する丸亀市新第二学校給

食センター整備運営事業運営・維持管理業務委託契約をいう。 

（3）「契約」とは、本件設計・建設業務請負契約及び本件運営・維持管理業務委託契約を文脈に応

じて、併せて又は個別にいう。 

（4）「設計業務」とは、別紙 3「対象業務の概要」及び募集要項等に定める設計業務をいう。 

（5）「工事監理業務」とは、別紙 3「対象業務の概要」及び募集要項等に定める工事監理業務をい

う。 

（6）「建設業務」とは、別紙 3「対象業務の概要」及び募集要項等に定める建設業務をいう。 

（7）「設計・建設業務」とは、設計業務、工事監理業務及び建設業務をいう。 

（8）「開業準備業務」とは、別紙 3「対象業務の概要」及び募集要項等に定める開業準備業務をい

う。 

（9）「維持管理業務」とは、別紙 3「対象業務の概要」及び募集要項等に定める維持管理業務をい

う。 

（10）「運営業務」とは、別紙 3「対象業務の概要」及び募集要項等に定める運営業務をいう。 

（11）「運営・維持管理業務」とは、開業準備業務、維持管理業務及び運営業務をいう。 

（12）「募集要項」とは、丸亀市新第二学校給食センター整備運営事業の実施に関して発注者が作成

し、令和 7年 5月 2日に公表した募集要項（公表後の変更を含む。）をいう。 

（13）「募集要項等」とは、募集要項、募集要項と合わせて公表した要求水準書その他の資料（公表

後の変更を含む。）及びこれらに関する質問回答書をいう。 

（14）「提案書類」とは、受注者が本事業に係る公募型プロポーザル手続において受注者に提出した

提案資料、発注者からの質問に対する回答書その他受注者がこの基本協定締結までに提出し

た一切の書類をいう。 

（15）「本件施設」とは、丸亀市新第二学校給食センターの建物本体、建築設備、調理設備、付帯施

設、植栽・外構等を含む全ての施設をいう。 

（16）「市内事業者」とは、以下の者をいう。 

 丸亀市内に本社、本店等の主たる営業所を有する受注者 

 上記受注者以外の受注者が設計・建設業務及び運営・維持管理業務の一部を委託し又は請

け負わせた丸亀市内に本社、本店等の主たる営業所を有する者。 
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別紙 2 

 

事業日程 

 

（1）本件設計・建設業務請負契約の締結（効力発生） 

丸亀市議会における当該契約に係る議案の議決の日 

（2）本件運営・維持管理業務委託契約の締結 

本件設計・建設業務請負契約の締結（効力発生）と同一日 

（3）設計・建設業務開始 本件設計・建設業務請負契約の締結日 

（4）本件施設の引渡し 令和●年●月●日 

（5）設計・建設業務終了 令和 10年 10月 31日 

（6）開業準備業務期間 令和●年●月●日から令和 10年 3月 31日まで 

（7）運営・維持管理業務開始 令和 10年 4月 1日 

 ただし、運営業務のうち統括マネジメント業務は、本件設計・

建設業務請負契約の締結日を開始日とする。 

（8）運営・維持管理業務終了 令和 25年 3月 31日 
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別紙 3 

 

対象業務の概要 

 

 

設計・建設業務 

（ア） 事前調査業務 

（イ） 設計業務 

（ウ） 建設業務（第一期外構・植栽整備業務含む。） 

（エ） 既存施設の解体撤去業務 

（オ） 渡り廊下整備業務 

（カ） 第二期外構・植栽整備業務 

（キ） 既存センターの環境整備業務 

（ク） 工事監理業務 

（ケ） 調理設備調達業務 

（コ） 調理備品調達業務 

（サ） 食器・食缶等調達業務 

（シ） 事務備品調達業務 

（ス） 近隣対応・周辺対策業務 

（セ） 各種許認可申請等の手続業務 

（ソ） 竣工検査及び引き渡し業務 

（ス） その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

開業準備業務 

（ア） 各種設備・備品等の試運転 

（イ） 什器備品台帳・調理設備台帳の作成 

（ウ） 各種マニュアルの作成 

（エ） 開業準備期間中の施設の維持管理 

（オ） 本件施設及び運営備品の取扱いに対する習熟 

（カ） 従業員等の研修 

（キ） 調理リハーサル 

（ク） 配送リハーサル 

（ケ） 配膳リハーサル 

（コ） 給食提供訓練業務 

（サ） 内覧会・開所式の開催支援 

（シ） 事業説明資料の作成 

（ス） 映像紹介資料の作成 

（セ） その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

維持管理業務 

（ア） 建築物保守管理業務 

（イ） 建築設備保守管理業務 

（ウ） 外構等保守管理業務 

（エ） 調理設備保守管理業務 

（オ） 事務備品保守管理業務 
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（カ） 清掃業務 

（キ） 警備業務 

（ク） 長期修繕計画作成業務 

（ケ） その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

運営業務 

（ア） 食品検収補助・保管業務（米飯棟に係る食品検収補助・保管業務を含む。） 

（イ） 調理業務（米飯棟に係る炊飯調理業務を含む。） 

（ウ） 配送・回収業務（米飯棟に係る配送・回収業務を含む。） 

（エ） 洗浄・消毒等業務（米飯棟に係る洗浄・消毒等業務を含む。） 

（オ） 配膳業務 

（カ） 廃棄物処理業務 

（キ） 運営備品保守管理業務（米飯棟に係る運営備品保守管理業務を含む。） 

（ク） 配送車維持管理業務 

（ケ） 衛生管理業務 

（コ） 食育推進支援業務 

（サ） 広報支援業務 

（シ） 災害時等支援業務 

（ス） 統括マネジメント業務 

（セ） その他これらを実施する上で必要な関連業務 
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別紙 4 

 

個人情報の取扱いに関する特記仕様書 

 

（個人情報の保護に関する法律等の遵守） 

第 1 条 受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）に基づき、本個人情報

の取扱いに関する特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）を遵守しなければならない。 

 

（責任体制の整備） 

第 2 条 受託者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維

持しなければならない。 

 

（作業責任者等の届出） 

第 3 条 受託者は、個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定め、書面により委託者

に報告しなければならない。 

2 受託者は、個人情報の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を変更する場合の手続を定めな

ければならない。 

3 受託者は、作業責任者を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認を得なけ

ればならない。 

4 受託者は、作業従事者を変更する場合は、事前に書面により委託者に報告しなければならない。 

5 作業責任者は、特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなければな

らない。 

6 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、特記仕様書に定める事項を遵守しなければならない。 

 

（作業場所の特定） 

第 4 条 受託者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、業務の着手前に

書面により委託者に報告しなければならない。 

2 受託者は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認を得なけれ

ばならない。 

3 受託者は、委託者の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者及び作業従事者に対し

て、受託者が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名が分かるようにしなければならない。 

 

（教育の実施） 

第 5 条 受託者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記仕様書における

作業従事者が遵守すべき事項その他本委託業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作業従事

者全員に対して実施しなければならない。 

2 受託者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立しなけ

ればならない。 

 

（守秘義務） 

第 6 条 受託者は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏らして

はならない。契約期間満了後又は契約解除後も同様とする。 

2 受託者は、本委託業務に関わる作業責任者及び作業従事者に対して、秘密保持に関する誓約書を

提出させなければならない。 
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（再委託） 

第 7 条 受託者は、本委託業務を第三者へ委託（以下「再委託」という。）してはならない。 

2 受託者は、本委託業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、再委託先の名称、再委

託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性

及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務

の着手前に、書面により再委託する旨を委託者に申請し、その承認を得なければならない。 

3 前項の場合、受託者は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者に

対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

4 受託者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法について

具体的に規定しなければならない。 

5 受託者は、再委託先に対して本委託業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとと

もに、委託者の求めに応じて、管理・監督の状況を委託者に対して適宜報告しなければならない。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第 8 条 受託者は、本委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場

合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

2 受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負う

ものとする。 

 

（個人情報の管理） 

第 9 条 受託者は、本委託業務において利用する個人情報を保持している間は、次の各号に定める

ところにより、個人情報の管理を行わなければならない。 

（1） 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に個人情報を保管

すること。 

（2） 委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち出さない

こと。 

（3） 個人情報を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等以上の保

護措置を施すこと。 

（4） 事前に委託者の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ、業務に必要最小限の範囲で行う場

合を除き、個人情報を複製又は複写しないこと。 

（5） 個人情報を移送する場合、移送時の体制を明確にすること。 

（6） 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された媒体及びそのバックアップ

の保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。 

（7） 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の利用者、保管場所その他の個人情報の

取扱いの状況を当該台帳に記録すること。 

（8） 個人情報の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故（以下「個人情報の漏えい等の事故」

という。）を防ぎ、真正性、見読性及び保存性の維持に責任を負うこと。 

（9） 作業場所に、私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込んで、個人情報を扱

う作業を行わせないこと。 

（10）個人情報を利用する作業を行うパソコンに、個人情報の漏えいにつながると考えられる業務

に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

 

（提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第 10条 受託者は、本委託業務において利用する個人情報について、本委託業務以外の目的で利用

してはならない。また、委託者に無断で第三者へ提供してはならない。 
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（受渡し） 

第 11条 受託者は、委託者受託者間の個人情報の受渡しに関しては、委託者が指定した手段、日時

及び場所で行った上で、委託者に個人情報の預り証を提出しなければならない。 

 

（個人情報の返還又は廃棄） 

第 12条 受託者は、本委託業務の終了時に、本委託業務において利用する個人情報について、委託

者の指定した方法により、返還又は廃棄を実施しなければならない。 

2 受託者は、本委託業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前に消去又は廃

棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を書面により委託者

に申請し、その承諾を得なければならない。 

3 受託者は、個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた場合は、これに応じな

ければならない。 

4 受託者は、本委託業務において利用する個人情報を廃棄する場合は、当該情報が記録された電磁

的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

5 受託者は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者名及び消去

又は廃棄の内容を記録し、書面により委託者に対して報告しなければならない。 

 

（定期報告及び緊急時報告） 

第 13条 受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直ち

に報告しなければならない。 

2 受託者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければな

らない。 

 

（監査及び検査） 

第 14条 委託者は、本委託業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要な措

置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受託者及び再委託先に対して、監査又は検

査を行うことができる。 

2 委託者は、前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、又は本委託業務の処理

に関して必要な指示をすることができる。 

 

（事故時の対応） 

第 15条 受託者は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発

生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件

数、事故の発生場所及び発生状況を書面により報告し、委託者の指示に従わなければならない。 

2 受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の関係者との連絡、

証拠保全、被害拡大の防止、復旧及び再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対

応計画を定めなければならない。 

3 委託者は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事

故に関する情報を公表することができる。 

 

（契約解除） 

第 16条 委託者は、受託者が特記仕様書に定める義務を履行しない場合は、特記仕様書に関連する

委託業務の全部又は一部を解除することができる。 
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2 受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、委託者に対して、

その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

 

（損害賠償） 

第 17条 受託者の故意又は過失を問わず、受託者が特記仕様書の内容に違反し、又は怠ったことに

より、委託者に対する損害を発生させた場合は、受託者は、委託者に対して、その損害を賠償しな

ければならない。 

 

（指名停止） 

第 18条 委託者は、受託者が特記仕様書に定める義務を履行しなかった場合は、丸亀市指名停止等

措置規程（平成 17年訓令第 50号）に準じ、同規程別表第 26項（不正又は不誠実な行為）に該当

するものとし、同規程第 1条第 1項の規定に基づき、指名停止できるものとする。 

 


